
お問合せ先：

2. 事業内容

1. 事業目的

■事業形態：

■実施期間：

■ ：

3. 事業スキーム

4. 

地域脱炭素推進交付金（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金、特定地域脱炭素移行加速化交付金等）

（1）交付金（2）委託費

（1）地域脱炭素移行・再エネ推進交付金、特定地域脱炭素移行加速化交付金【GX】

①脱炭素先行地域づくり事業への支援

②重点対策加速化事業への支援

③民間裨益型自営線マイクログリッド等事業への支援

（2）地域脱炭素施策評価・検証・監理等事業

地域脱炭素推進交付金についてデータ等に基づき評価・検証し、事業の改善に必要な

措置を講ずるとともに、適正かつ効率的な執行監理を実施する。

「地域脱炭素ロードマップ」（令和３年６月９日第３回国・地方脱炭素実現会議決定）や地球温暖化対策計画（令和７年２月18日閣議決

定）等に基づき、地域主導の脱炭素を推進するため、民間と共同して意欲的に脱炭素に取り組む地方公共団体等に対し、本交付金により、複数年度

にわたって継続的かつ包括的に支援することを目的とする。

環境省 大臣官房 地域脱炭素推進審議官グループ 地域脱炭素事業推進課 電話：03-5521-8233

（1）地方公共団体等（2）民間事業者・団体等

令和４年度～令和12年度

意欲的な脱炭素の取組を行う地方公共団体等に対して、地域脱炭素推進交付金により支援します。

事業イメージ

交付対象・
委託先

【令和９年度要求額（GX以外）73,021百万円（20,018百万円）（GX）8,000百万円（7,000百万円）】

2020 2030 20502025

地域特性に応じた取組の
実施に道筋

①少なくとも100か所の脱炭素先行地域※

②重点対策を全国津々浦々で実施

全
国
で
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く
の
脱
炭
素
ド
ミ
ノ

脱
炭
素
地
域
社
会

を
全
国
で
実
現

2030年度までに
実行

快適・利便
断熱・気密向上、公共交通

循環経済
生産性向上、資源活用

経済・雇用
再エネ・自然資源地産地消

防災・減災
非常時のエネルギー源確保

生態系の保全

2050年を
待たずに

地域課題を解決し、
地域の魅力と質を

向上させる地方創生へ

＜参考：（１）交付スキーム＞

民間事業者等国 地方公共団体

国 地方公共団体

(b)民間事業者等も事業
を実施する場合

(a)地方公共団体が事業
を実施する場合

※地域特性・地域課題等で類型化
先進性・モデル性等を評価し、評価委員会で選定
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地域脱炭素について

◼ 2050年ネットゼロ・2030年度46％削減の実現には、地域・くらしに密着した地方公共団体が主導する地域脱
炭素の取組が極めて重要。

◼ 地域特性に応じた地域脱炭素の取組は、エネルギー価格高騰への対応に資するほか、未利用資源を活用した産
業振興や非常時のエネルギー確保による防災力強化、地域エネルギー収支（経済収支）の改善等、様々な地
域課題の解決にも貢献し、地方創生に資する。

防災力・レジリエンス強化
➢ 避難所等への太陽光・蓄電池の設置によるブラックアウトへの対応

➢ 自営線マイクログリッド等による面的レジリエンスの向上・エネルギー効率利用

農林水産業振興
➢ 営農型太陽光発電収入やエネルギーコスト削減による経営基盤の安定・改善

➢ 畜産バイオマス発電収入や畜産廃棄物コスト削減による経営基盤の安定・改善

➢ 林業の新たなサプライチェーン・雇用の創出

企業誘致・地場産業振興
➢ 大規模な電力需要施設であるデータセンター、半導体企業等の誘致

➢ 太陽光発電や風力発電などの関連地域産業の育成

➢ 循環型産業（太陽光パネルリサイクル産業等）の育成

観光振興
➢ 観光地のブランド力向上、インバウンド強化

再エネの売電収益による地域課題解決
➢ 地域エネルギー会社等が再エネ導入等により得た利益の一部を還元し、地域

課題解決に活用

・ 地域公共交通の維持確保

・ 少子化対策への活用

・ 地域の伝統文化の維持に対する支援 等

地域経済活性化・地域課題の解決

・豊富な日照
→太陽光発電

・良好な風況
→風力発電

・間伐材や端材
・畜産廃棄物
→バイオマス発電

・荒廃農地
→営農型太陽光

・豊富な水資源
→小水力発電

・火山、温泉
→地熱発電、
バイナリー発電

地域特性に応じた
再エネポテンシャル

産官学金労言

地方公共団体・



◼ 地域脱炭素ロードマップに基づき、2025年度までに少なくとも100か所の脱炭素先行地域を選定
し、脱炭素に向かう地域特性等に応じた先行的な取組実施の道筋をつけ、2030年度までに実行

◼ 農村・漁村・山村、離島、都市部の街区など多様な地域において、地域課題を解決し、住民の暮ら
しの質の向上を実現しながら脱炭素に向かう取組の方向性を示す。

スケジュール

脱炭素先行地域について

民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力
消費に伴うCO2排出の実質ゼロを実現し、運輸部門や熱
利用等も含めてその他の温室効果ガス排出削減も地域
特性に応じて実施する地域。

脱炭素先行地域とは

民生部門の
電力需要量

再エネ等の
電力供給量

省エネによる
電力削減量＋＝

第1回選定 第２回選定 第３回選定 第４回選定 第５回選定 第６回選定 第７回選定

募集期間 ＜2022年＞
１月25日～
２月21日

＜2022年＞
７月26日～
８月26日

＜2023年＞
２月７日～
２月17日

＜2023年＞
８月18日～
８月28日

＜2024年＞
６月17日～
６月28日

＜2025年＞
２月３日～
２月６日

<2025年>
10月６日～
10月15日

結果公表 ４月26日 11月1日 ４月28日 11月7日 ９月27日 ５月９日 ＜2026年＞
２月13日

選定数 25（提案数79） （提案数50） 16（提案数58） 12（提案数54） ９（提案数46） ７（提案数15） 12（提案数18）

2020 2030 20502025

地域特性に応じた取組の実施に道筋

①少なくとも100か所の脱炭素先行地域
②重点対策を全国津々浦々で実施
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快適・利便
断熱・気密向上
公共交通

循環経済
生産性向上
資源活用

地域課題を解決し、地域の魅
力と質を向上させる地方創生
へ

経済・雇用
再エネ・自然資源地産地消

防災・減災
非常時のエネルギー源確保

生態系の保全

2030年度までに実行

3
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第2回（令和８年5月12日(火)）

今後の地域脱炭素の推進に向けた勉強会

◆主な出席者
石原環境大臣、青山環境副大臣、森下環境大臣政務官
鹿児島県日置市、岡山県西粟倉村、(一社)JBN・全国工務店協会、
脱炭素先行地域評価委員会

◆主な内容
○地域エネルギー会社を核としてエネルギーの地産地消を進
めることで、地元事業者の事業機会の拡大や企業誘致、
ローカルベンチャーの創業支援等を通じた地域経済の活
性化につながっている（鹿児島県日置市、岡山県西粟倉村）。

○森林等の地域資源の整備・活用を推進し、地域での資
源循環を強化することで、林業等の地域の基幹産業の
振興に貢献している（岡山県西粟倉村）。

○地域と暮らしを守るとともに脱炭素の取組を広げていくためには、
地域における脱炭素設備の施工・維持管理等の実装力を高
めるとともに、それらを担う地域事業者の役割が重要である
（JBN・全国工務店協会）。

➢ 石原環境大臣と脱炭素先行地域等に取り組んでいる地方公共団体や地域金融機関、事業者等との意見交換を実施。

第1回（令和８年４月28日(火)）

◆主な出席者
石原環境大臣、青山環境副大臣、森下環境大臣政務官
静岡県浜松市、 (公財)浜松地域イノベーション推進機構、
神谷理研(株) 、(株)山陰合同銀行、脱炭素先行地域評価委員会

◆主な内容
○地方公共団体が中心となり、経済団体や地域金融機関、
地域新電力等が連携体制を構築し、企業の脱炭素経
営の推進に向けた伴走支援を実施。サプライチェーン全体
で脱炭素対応が求められる中、企業の競争力強化、雇
用・人材確保、エネルギーコスト低減につなげ、地場産業の振
興に貢献している（静岡県浜松市、浜松地域イノベーション推
進機構、神谷理研）。

○地域金融機関が、自ら地域エネルギー会社を設立し、地
域の担い手になることで地域脱炭素の実装のみならず、
地域課題の解決や地域経済活性化につながっている
（山陰合同銀行）。



◆地域脱炭素ロードマップ（令和３年６月９日国・地方脱炭素実現会議（議長：官房長官、副議長：環境大臣・

総務大臣）決定）に基づき、脱炭素事業に意欲的に取り組む地方公共団体等を複数年度にわたり継続的か
つ包括的に支援する地域脱炭素推進交付金により、以下の実現に向けた取組を支援

①脱炭素先行地域：脱炭素と地域課題解決の同時実現のモデルとなる脱炭素先行地域を2025年度までに少なくとも100か所選定し、
     2030年度までに実施
②重点対策加速化事業：全国で重点的に導入促進を図る屋根置き太陽光発電、ZEB、ZEH 、EV等の重点対策加速化事業を実施

◆ さらに、地球温暖化対策計画（令和７年２月18日閣議決定）第３章第７節（地域脱炭素ロードマッ
プ）において、2026年度以降の５年間を「実行集中期間」として位置付け、地方創生に資する地域脱炭
素施策に全力で取り組むことを規定。

（参考）地域脱炭素ロードマップ（概要）
令和3年6月9日国・地方脱炭素実現会議決定
令和７年２月18日閣議決定 地球温暖化対策計画

★ ★★

脱
炭
素
で
強
靭
な

活
力
あ
る
地
域
社
会

を
全
国
で
実
現

2022 2030 20502025

少なくとも100か所の脱炭素先行地域と
重点対策により脱炭素の先行モデルを創出

2030年度までに実現

地域脱炭素の取組を拡大・深化
全
国
で
多
く
の

脱
炭
素
ド
ミ
ノ

2050年を
待たずに

地域脱炭素の先行的取
組・ノウハウの蓄積

〇地域脱炭素の基盤（地域金融機関・地域中核企業・

都道府県等を巻き込んだ横展開の取組）を構築

〇優良事例や実践的なノウハウの積極的な周知・発信や人的支援の実施

出所：環境省作成
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（参考）脱炭素先行地域の選定自治体（第１回～第７回）

◼ 脱炭素と地域課題解決の同時実現のモデルとなる脱炭素先行地域を2025年度までに少なくとも100か所
選定し、2030年度までに実現する計画。

◼ 第１回から第７回までで、全国45道府県133市町村の102提案（45道府県85市39町9村）を選定。

年度別選定提案数（共同で選定された市町村は1提案としてカウント、括弧内は応募提案数）
R4 R5 R6 R7

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回

26
(79)

20
(50)

16
(58)

12
(54)

9
(46)

7
(15)

12
(18)

東北ブロック(13提案、5県14市町村)

青森県 中泊町・青森県、佐井村

岩手県 宮古市、久慈市、陸前高田市・岩手県、

        釜石市・岩手県、紫波町

宮城県 仙台市、東松島市

秋田県 秋田県･秋田市、大潟村

山形県 米沢市・飯豊町・山形県

福島県 会津若松市･福島県

関東ブロック(18提案、1県19市町村)

茨城県 笠間市、つくば市

栃木県 宇都宮市･芳賀町、日光市、那須塩原市

群馬県 上野村

埼玉県 さいたま市

千葉県 千葉市、銚子市、市川市、匝瑳市

神奈川県  横浜市、川崎市、小田原市

新潟県 佐渡市･新潟県、関川村

山梨県    甲斐市

静岡県 静岡市

中部ブロック(12提案、3県17市町村)

富山県  高岡市

石川県  石川県・七尾市

福井県  敦賀市、池田町・福井県

長野県 上田市、飯田市、

        小諸市、生坂村

岐阜県 高山市

愛知県 名古屋市、岡崎市･愛知県

三重県 度会町他5町

中国ブロック(12提案、 2県15市町村)

鳥取県 鳥取市、米子市・境港市

倉吉市他2町・鳥取県

島根県 松江市、邑南町

岡山県 瀬戸内市、真庭市、西粟倉村

広島県 東広島市・広島県、北広島町・広島県

山口県 下関市、山口市

四国ブロック(7提案、1県8市町村)

徳島県 徳島市

香川県 高松市

愛媛県 今治市・愛媛県

高知県 須崎市･日高村、北川村、梼原町、黒潮町

九州・沖縄ブロック(17提案、4県37市町村)

福岡県 北九州市他17市町、福岡市、
うきは市

長崎県 長崎市・長崎県、五島市

熊本県 熊本県・益城町、荒尾市、球磨村、
あさぎり町

大分県 大分県・佐伯市他2市、大分市

宮崎県 宮崎市・宮崎県、延岡市

鹿児島県 日置市、知名町・和泊町

沖縄県 宮古島市、与那原町

北海道ブロック(7提案、7市町)

札幌市、苫小牧市、石狩市、厚沢部町、
奥尻町、上士幌町、鹿追町

近畿ブロック(13提案、2県13市)

滋賀県 湖南市･滋賀県、米原市･滋賀県

京都府 京都市、福知山市

大阪府 大阪市、堺市

兵庫県 神戸市、尼崎市、豊岡市、加西市、淡路市

奈良県 生駒市

和歌山県  和歌山市・和歌山県

※選定後に３提案が辞退

出所：環境省作成



令和4年度開始 令和5年度開始 令和6年度開始 令和7年度開始

31自治体
（11県、15市、５町）

77自治体
（18県、47市、12町）

40自治体
（６府県、26市、8町）

22自治体
（３県、15市、４町）

中部ブロック(7県、26市町)
富山県 富山県、富山市、魚津市、氷見市、小矢部市、

立山町

石川県 石川県、金沢市、加賀市、津幡町

福井県 福井県、越前市、坂井市

長野県 長野県、伊那市、佐久市、東御市、安曇野市

 箕輪町、高森町、木曽町、小布施町

岐阜県 岐阜県、大垣市、美濃加茂市、山県市

愛知県 愛知県、岡崎市、半田市、豊田市

三重県 三重県、いなべ市、志摩市 

中国ブロック(4県、12市町)

鳥取県 鳥取県、南部町 
島根県 島根県、出雲市、奥出雲町、美郷町

岡山県 岡山県、津山市、新見市、瀬戸内市

広島県 呉市、福山市、東広島市、

 廿日市市、北広島町

山口県 山口県

四国ブロック(4県7市町)

徳島県 徳島県、北島町

香川県 香川県

愛媛県 愛媛県、松山市、新居浜市、西条市、鬼北町

高知県 高知県、高知市、土佐町

九州ブロック(7県、16市町)

福岡県 福岡県、北九州市、福岡市、久留米市、

 八女市、宗像市、糸島市、大木町

佐賀県 佐賀県、鹿島市

長崎県 長崎県、松浦市

熊本県 熊本県、熊本市、荒尾市

大分県 大分県、中津市

宮崎県 宮崎県、串間市、三股町

鹿児島県 鹿児島県、鹿屋市、南九州市

東北ブロック(5県、14市町)
青森県 青森県

岩手県 岩手県、宮古市、一関市、矢巾町

宮城県 宮城県、仙台市、東松島市

秋田県 鹿角市

山形県 山形県、山形市、上山市、長井市、最上町、

福島県 福島県、喜多方市、南相馬市、広野町、浪江町

関東ブロック(6県30市町)
茨城県 北茨城市

栃木県 栃木県、小山市、那須塩原市

群馬県 群馬県

埼玉県 埼玉県、さいたま市、秩父市、所沢市、春日部市、

入間市、新座市、久喜市、白岡市

千葉県 流山市

東京都 多摩市

神奈川県 横浜市、相模原市、横須賀市、藤沢市、小田原市、
 厚木市、大和市、開成町

新潟県 新潟県、新潟市、長岡市、新発田市、燕市、

妙高市、南魚沼市

山梨県 山梨県

静岡県 静岡県、浜松市、沼津市、富士市

北海道ブロック(11市町)
北海道 札幌市、苫小牧市、登別市、当別町、ニセコ町、

美瑛町、滝上町、安平町、士幌町、鹿追町、白糠町

近畿ブロック(5府県15市町)

滋賀県 滋賀県 
京都府 京都府、京都市、向日市、京丹後市、

 南丹市

大阪府 枚方市、八尾市、河内長野市、

和泉市、高石市

兵庫県 兵庫県、芦屋市、加古川市、宝塚市

奈良県 奈良県、奈良市

和歌山県 和歌山県、和歌山市、那智勝浦町

（参考）重点対策加速化事業の計画策定状況

◼ 重点対策加速化事業として、170自治体を選定（38府県、103市、29町）

沖縄奄美ブロック(１市)

沖縄県 糸満市
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